
【テックスエンジソリューションズ株式会社】

9118 流　 動　  資　 産 5,138,889,046 9125 流　 動　  負　 債 1,054,610,992

9113 現 金 預 金 21,822,943 2113 買 掛 金 412,375,603

1133 売 掛 金 1,296,674,253 2130 2135 未 払 金 106,459,765

9115 仕 掛 品 31,421,121 2122 2136 未 払 費 用 78,178,698

1412 前 払 費 用 96,060,036 2123 前 受 金 15,594,131

1413 未 収 入 金 168,790,720 2126 預 り 金 14,310,716

1416 仮 払 金 174,600 2131 賞 与 引 当 金 381,248,200

1419 未 収 還 付 税 110,586,100 2132 未 払 消 費 税 29,146,600

1420 預 け 金 3,413,359,273 2134 受注プロジェクト損失引当金 17,297,279

9122 固　 定　 資　 産 703,540,887 固　 定　　負　　債 183,769,100

9119 有　形　固　定　資　産 40,017,961 2216 退 職 給 付 引 当 金 183,769,100

1,512 建 物 付 属 設 備 53,621,880

1516 工 具 器 具 備 品 115,424,862

1531 減 価 償 却 累 計 額 △ 129,028,781 9128 負　　債　　合　　計 1,238,380,092

9120 無　形　固　定　資　産 6,094,911   　株　 主　 資　 本

1,542 電 話 加 入 権 556,353 3111 １　資　本　金 50,000,000

1,544 ソ フ ト ウ ェ ア 5,538,558 9130 ２　資　本　剰　余　金

3213 そ の 他 資 本 剰 余 金 70,000,000

9130 資 本 剰 余 金 合 計 70,000,000

３　利　益　剰　余　金

3212 (1) 利 益 準 備 金 12,500,000

9121 投 資 そ の 他 の 資 産 657,428,015 9132 (2) そ の 他 利 益 剰 余 金 4,471,549,841

1,552 敷 金 237,145,000 9131 繰  越  利  益  剰 余 金 4,471,549,841

1,554 長 期 保 証 金 93,960 9133 利 益 剰 余 金 合 計 4,484,049,841

1,557 長 期 前 払 費 用 224,768,392 9134 4,604,049,841

1,559 繰 延 税 金 資 産 195,420,663

9137 4,604,049,841

9124 5,842,429,933 9138 5,842,429,933資 産 合 計

２０２２年 度　  貸　借　対　照　表

（ 2023年3月31日現在 ）

[単位：円]

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（資　　産　　の　　部） （負　　債　　の　　部）

（純　 資 　産 　の 　部）

株 主 資 本 合 計

純 資 産 合 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計



【テックスエンジソリューションズ株式会社】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　仕掛品：個別法による原価法
　　貯蔵品：移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産
　　　定額法によっております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
　　　定額法によっております。
　　　なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。
                                                                                                    
３．引当金の計上基準
（１）賞与引当金：従業員の賞与の支給に備えるため、次回支給見込額の当事業年度の負担額を計上しております。

（２）退職給付引当金：従業員の退職給付に備えるため、自己都合退職金の会社負担期末要支給額を計上して
　　   おります。
                                                                                                    
（３）受注プロジェクト損失引当金：受注時若しくは売上計上前に、翌事業年度以降に損失が見込まれるプロジェクト
 　　  に対して損失見込額を計上しております。
　　　なお、当期末における受注プロジェクト損失引当金は　17,297,279円であります。
                                                                                                    
４．収益及び費用の計上基準

5．当期純損益額
 　当期純利益  536,323,896円

6．グループ通算制度の適用
     当社は、当事業年度の期首より連結納税制度から日本製鉄㈱を通算親法人とするグループ通算制度に移行して
     おります。なお、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を
     適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日）に従っております。

（貸借対照表に関する注記）
売掛金（顧客との契約から生じた債権に限る。）並びに契約資産

売掛金　　1,097,721,525円
契約資産　　198,952,728円

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数に関する事項：普通株式、1,000株

２．自己株式の種類及び総数に関する事項：該当事項はありません。

３．剰余金の配当に関する事項
（１）配当金の支払

　 2022年６月28日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。
　　　株式の種類　　　　　普通株式
　　　配当金の総額　　　　93,447,000円
　　　配当の原資　　　　　利益剰余金
　　　１株あたりの配当額　        93,447円
　　　基準日　　　　　　　2022年3月31日
　　　効力発生日　　　　　2022年6月29日

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
　　　2023年6月29日の定時株主総会において、次のとおり決議する予定であります。
　　　株式の種類　　　　　普通株式
　　　配当金の総額　　　　160,897,000円
　　　配当の原資　　　　　利益剰余金
　　　１株あたりの配当額　      160,897円
　　　基準日　　　　　　　2023年3月31日
　　　効力発生日　　　　　2023年6月30日

４．新株予約権に関する事項：該当事項はありません。

　特にありません。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

（その他の重要注記事項）

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）                                                            

個　　別　　注　　記　　表

自　2022年　4月  1日

至　2023年  3月31日

　当社は、主に産業、流通、金融等のシステムソリューションを提供しております。当該システムソリューション
　に係る収益は受注制作のソフトウェアによるものであり、支配が一定期間にわたり移転することから、履行義務
　の進捗に応じて収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価に
　対する発生原価の割合で算出しております（インプット法）。
　ただし、少額又は期間がごく短い受注制作のソフトウェアについては、完全に履行義務を充足した時点で収益を
　認識しております。
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